
１．重要な会計方針

２．

　基本財産

　特定資産

　　退職給付引当資産

　　減価償却引当資産

　　財政運営資金積立資産

３．

　基本財産

　特定資産

　　退職給付引当資産

　　減価償却引当資産

　　財政運営資金積立資産

（２）　消費税等の会計処理

前期残高

基本財産及び特定資産の増減及びその残高

０ ００ ０

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

当期増加額 当期減少額 当期残高

３，９２５，８５６

３，９０２，２７８

１２，４４３，８６５

３，９２５，８５６ （０） （３，９２５，８５６）

０ 

０ （０） （０） （０）

０

２３，１５０，９９９

１６，９４７，５９９

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

２０，２７１，９９９

３，７８０，０００

０

０

４，５０３，７３４

４，５０３，７３４

２，４２３，４００ １，５０２，４５６

１２２，２７８

０

小　　　計 ００００

科　　　　目

小　　　計

（１）　固定資産の減価償却の方法

　　　 減価償却資産について、定額法により直接減価償却を実施している。

　　　 消費税の会計処理は税込方式によっている。

１，６２４，７３４

（０）

３，９０２，２７８ （０） （３，９０２，２７８） （０）

１２，４４３，８６５ （０） （１２，４４３，８６５）

（３，９２５，８５６）

当期末残高

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

０ 

２０，２７１，９９９１，６２４，７３４合　　　計 ４，５０３，７３４２３，１５０，９９９

科　　　　目
（うち指定正味財
産からの充当額）

（０）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

２０，２７１，９９９ ０     ２０，２７１，９９９     ３，９２５，８５６

２０，２７１，９９９ ０ 小　　　計

小　　　計

    ２０，２７１，９９９     ３，９２５，８５６

合　　　計



４．

　車輌運搬具

　什器備品

５．

　未収金

６．

　補助金

　運営補助金

　運営補助金

合 計

科　　　　目

１２，５５７，０７５

９，３０１，５３５

１１，７１６，７７５

連合

合　　　計

１３，４７７，６４６

債権金額 貸倒引当金の
当期末残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

１３，４７７，６４６ ０

科　　　　目

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当期債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当期債権の当期末残高は、次のとおりである｡

８４０，３００

３４，２５０，０００

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

１７，９５６，３３２合　　　計

債権の当期末残高

１３，４７７，６４６ ０

６，２３９，５５７

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

市

当期減少額前期末残高 当期増加額補助金等の名称 交付者 当期末残高

０

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

貸借対照表上の
記載区分

０

０

１６，３５０，０００

１７，９００，０００

０

３，９０２，２７８

減価償却累計額

３４，２５０，０００ ０

３，０６１，９７８

当期末残高

１３，４７７，６４６

取得価額

２１，８５８，６１０

０ －１７，９００，０００

１６，３５０，０００ －


